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22000088 年年度度  関関門門地地域域共共同同研研究究でではは、、  

「「斜斜面面地地ににおおけけるる生生活活のの問問題題」」にに取取りり組組みみままししたた  

～～66 月月 3300 日日ににはは、、そそのの成成果果報報告告会会をを開開催催ししままししたた～～    

                

もはや旧聞にすぎませんが、関門両都市の間柄は“距

離的に近く、心理的に遠い関係”などと自虐的、やや冷

ややかに呼ばれた時代がありました。九州と本州という

地理・地勢上の、また行政上の分断による心理的な壁が

否応なく市民心理に長らく投影されたことが主因でしょ

うか。そこで、関門の地域振興・交流はもとより、この

負のイメージ払拭のためにも、課題を共有する両市の大

学研究機関がさまざまな調査研究による広報戦略を展開

させてまいりました。十数年間にわたり継続して活動す

るこの一翼こそ、当北九州市立大学都市政策研究所と下

関市立大学地域共創センターであると思っております。 

さて、両研究機関は、今日まで「関門地域共同研究会」

を核に関門地域に関する調査研究に地道に取り組んでま

いりました。両研究所が掲げる御旗は一口で言えば「地

域貢献」。両大学が協働・連携しさまざまな分野における

「関門活性化」をキーコンセプトに共同研究に挑戦、時

代と地域の喫緊の課題に対応しその政策課題を提示する

とともに、地域の多様な要請に可能な限り尽力いたして

おります。 

その継続的な取り組みの一環として平成20年度は、表

記のとおり「斜面地における生活の問題」に真正面から

取り組み、その成果報告会を去る6月30日にAIMビル 西

日本総合展示場新館において開催いたしました。あいに

くの雨天にも拘わらず約 50 名のご参加をいただきまし

たこと、この紙面を借りて厚くお礼申し上げます。 

報告は４題いただきました。まず、問題の所在を明ら

かにするため「斜面地居住にかかわる問題の概要」とす

る報告があり、これを皮切りに、市民の自治会活動の現

状と課題に関する実証的な報告、「末端の住民自治組織

「自治町会（町内会）」等の現状と課題に関する考察」が

発表されました。引き続き「坂道と距離という高齢者の

日常生活のバリアについて」のあと、最後に「坂道の多

い地域で生活する高齢者の健康に関する研究」という題

目で報告がありました。3 題いずれも、報告者が独自に

問題意識に沿った具体的な世論調査を企画・実施した結

果をふまえてのご報告となりました。 

今後とも、新たに産声を上げる「大学コンソーシアム

関門」（地域6大学による単位互換協定）への積極的な参

画も視野に入れながら、継続的に成果報告会を運営する

所存です。多くの方々の一層のご協力を心よりお願いい

たします。             （神山 和久） 

※４面も参照ください

2009 年７月 1日 季刊 第 49 号

THE NEWSLETTER OF INSTITUTE FOR URBAN AND REGIONAL POLICY STUDIES 

北九州市立大学 THE UNIVERSITY OF KITAKYUSHU 



 

 

２ 

 

ササッッカカーーチチーームム““ニニュューーウウェェーーブブ北北九九州州””のの経経済済効効果果  

都市政策研究所 准教授  南 博 

 

■はじめに 

本研究所では、北九州地域の諸課題に関する政策的、

学際的研究に自主的に取り組む「地域課題研究」を毎

年度実施している。2008 年度においては、テーマの
一つとして「プロサッカーチームが北九州市に与える

経済効果に関する研究」に取り組み、2009 年 3 月に
公表した。本稿ではその概要を紹介する。 
 

■研究の背景と目的 

北九州市には、サッカーチーム「ニューウェーブ北

九州」（注：2009 年中にチーム名は変更予定。）が本
拠地を置いている。2009 年現在は国内アマチュアサ
ッカー最高峰の日本フットボールリーグ（ＪＦＬ）に

所属しながらＪリーグ（プロリーグ）に準加盟を果た

し、北九州市をホームタウンとした活動を行っている。

同チームは 2007年末に九州リーグからＪＦＬに昇格
し、さらに 2010 年のＪリーグ加盟を目指した活動を
行っており、組織力、財政力、支援体制の強化を図り

強固なチーム運営をさらに行うため 2008 年 10 月に
は経営母体を NPO法人から株式会社へと移している。
また、Ｊリーグ加盟要件の一つはＪＦＬ年間順位 4
位以内になることであるが、2009 年 6 月 28 日にち
ょうどシーズンの半分を終えた時点で 5 位につけて
おり、また、難関の要件であるホームゲーム観客数も

加盟基準をなんとか上回る状況で推移している。 
このニューウェーブ北九州の活動は様々な形で地

域に浸透しつつあり、また、市民、地域経済界、行

政等においてもニューウェーブ北九州を応援する機

運が高まりつつある。今後Ｊリーグ加盟を果たした

場合、その注目度はさらに上昇し、様々な形で地域

の活性化に寄与することが期待される。 
こうした点を踏まえ、ニューウェーブ北九州がＪ

リーグ加盟しプロサッカーチームとなった場合を想

定し、北九州市にもたらすことが想定される経済効

果を試算することを目的とし、調査研究を行った。 
 
■ニューウェーブ北九州が北九州市に与える経済

効果の試算 

○試算方法 

プロサッカーチームの経済効果の試算事例を踏ま

え、また一般的に各種事業やイベントの経済効果の算

出に際しては、直接的な消費額を推定し産業別に振

り分け、産業連関表に投入して波及効果を算出する

手法が用いられる点を鑑み、本研究においては、北

九州市への総合的な経済効果を試算する観点から、

産業連関表を用いた試算手法を用いた。産業連関表

は北九州市が 2005 年 10 月に公表した「平成 12 年
北九州市産業連関表（32 部門）」を使用した。 
○直接効果額の推定 

各種事例を参考とし、試合観戦に訪れた観客が消

費する金額やチーム運営に係る消費額を直接効果

の推計対象項目とした。これらは、経済効果の試算

において条件設定が比較的行いやすい項目につい

て、大胆な仮定に基づいて消費単価等を設定したも

のである。推定にあたっては、「Ｊ２新規参入直後

の段階」「Ｊ２に定着した段階」「Ｊ１に昇格した段

階」の３段階で推計することとした。 
ニューウェーブ北九州の１年間のチーム活動に

よる北九州市内での直接効果額を推定した結果を

表１に示す。なお、ここでは試合の開催による効果

を主に対象としており、スタジアム整備費等につい

ては含んでいない。 
○産業連関表を用いた間接効果及び最終的な経済

効果の算出 

表１で示した結果を、推計項目ごとに産業分類別

に振り分け、平成 12 年度北九州市産業連関表（32
部門）に投入して「ニューウェーブ北九州の１年間

のチーム活動による北九州市内における経済効果」

を試算した結果を表２に示す。 
「Ｊ２新規参入直後の段階」では約 9 億円、「Ｊ
２に定着した段階」では約 13 億円、「Ｊ１に昇格し
た段階」では約 20 億円という経済効果額が推計さ
れる。この試算は、あくまで大まかな仮定のもとに

算出したものであるが、本研究により、ニューウェ

ーブ北九州が一定程度の大きな経済効果を北九州

市内にもたらすことは明らかになったと考える。 
 
■考察 

こうした経済効果がもたらされるかどうかは、経

済活動の主体である市民がいかに多くスタジアム

に応援に訪れるか、という点が大きな鍵を握ってい

る。そのためには、ニューウェーブ北九州が良い成



 

 

３ 

 

績を上げ市民の関心を引き寄せることが何より重要

であるが、市民側もニューウェーブ北九州が地域に多

様な効果をもたらす存在である点を改めて認識し、一

人ひとりが無理のない範囲で息長くチームを育てて

いくという視点を持つことが必要であろう。さらには

市内の事業者がニューウェーブ北九州の存在をビジ

ネスチャンスにつなげていく工夫も必要であろう。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、ニューウェーブ北九州は北九州市に幅広い

有形・無形の効果を与えている。経済効果はその一

要素に過ぎない点に留意が必要である。本研究所で

は、2009 年度において引き続きニューウェーブ北
九州を事例として取り上げ、プロスポーツによる地

域活性化効果を幅広く研究する取り組みを進めて

いるところである。 

 
表１ ニューウェーブ北九州の北九州市内における 1 年間の直接効果額（推定） 

段階 
推計項目 Ｊ２新規参入直後の段階 Ｊ２に定着した段階 Ｊ１に昇格した段階 

試合数 26試合 26試合 20試合 
前提条件 

観客数 1試合平均 5,000人 
年間計 130,000人 

1試合平均 8,000人 
年間計 208,000人 

1試合平均 15,000人 
年間計  300,000人 

試合運営に伴う消費 77.0百万円 77.0百万円 157.0百万円

対戦相手チームの遠征

に伴う消費 6.2百万円 6.2百万円 6.4百万円

175.5百万円 280.8百万円 337.5百万円
観客の 90%と想定（1試合 4,500人） 観客の 90%と想定（1試合 7,200人） 観客の 75%と想定（1試合 11,250人）
・交通費：500円×4,500人×26試合 ・交通費：500円×7,200人×26試合 ・交通費：500円×11,250人×20試合
・場内飲食費：1,000円×（4,500人×

50%）×26試合 
・場内飲食費：1,000円×（7,200人×

50%）×26試合 
・場内飲食費：1,000円×（11,250人
×50%）×20試合 

・試合後飲食費：1,500円×（4,500人
×25%）×26試合 

・試合後飲食費：1,500円×（7,200人
×25%）×26試合 

・試合後飲食費：1,500円×（11,250
人×25%）×20試合 

北九州市内 
及び 
隣接市町村

からの客 

・場内でのグッズ等購入費：500円×
（4,500人×25%）×26試合 

・場内でのグッズ等購入費：500円×
（7,200人×25%）×26試合 

・場内でのグッズ等購入費：500円×
（11,250人×25%）×20試合 

14.1百万円 22.6百万円 130.5百万円その他の日

帰り圏内客 （内訳略。以下同様）   
宿泊客 107.3百万円 171.6百万円 247.5百万円

試合にお

ける観客

消費 

チケット 146.3百万円 234百万円 337.5百万円
県外への観戦ツアーに

関する消費（市内での

発生分） 
6.3百万円 6.3百万円 10百万円

所属選手・スタッフの

消費 （生活費を対象。市内消
費を一人あたり月 5万円と設定） 

18百万円 18百万円 24百万円

スタジアムに来訪しな

い市民等によるチーム

グッズ購入 
29.4百万円 29.4百万円 49百万円

推定される 
直接効果額（合計） 5.8億円 8.5億円 13.0億円 

 

表２ ニューウェーブ北九州の北九州市内における経済効果試算結果  （百万円） 

Ｊ２新規参入直後の段階 Ｊ２に定着した段階 Ｊ１に昇格した段階 段階 
 

項目 直接効果 間接効果 
（１次＋２次） 

経済効果

額 合計 直接効果
間接効果
（１次＋２次）

経済効果

額 合計 直接効果 間接効果 
（１次＋２次） 

経済効果

額 合計 
試合運営 77 42 119 77 42 119 157 92 249 
観客消費 443 243 686 709 394 1,103 1,053 587 1,640 
その他 60 36 96 60 36 96 89 50 139 

合計 580 321 901 846 472 1,318 1,299 729 2,028 
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事事業業日日誌誌（2009 年 4 月～6月） 
■研究会等 

・地域づくり研究会：4/4、5/23、6/27 

・関門地域共同研究運営委員会：4/28、6/2、6/30 

・関門地域共同研究成果報告会：6/30 

■講演等 

・周望学舎講演：4/14 

■出張･視察・訪問 

・都市交通視察（ブラジル・クリチーバ市）：5/20-5/27 

関関門門地地域域共共同同研研究究成成果果報報告告会会  

「「斜斜面面地地ににおおけけるる生生活活のの問問題題    

――自自治治町町会会活活動動、、高高齢齢者者のの生生活活ののババリリアア・・健健康康ににつついいてて」」  

  

（（22000099 年年 66 月月 3300 日日：：西西日日本本総総合合展展示示場場新新館館））  

 

【成果報告会の様子】 

 

おお知知ららせせ 
都市政策研究所の調査・研究内容や発行された報

告書は、WEB サイトから閲覧・ダウンロードする

ことができます。 

どうぞご利用下さい。 

（http://www.kitakyu-u.ac.jp/iurps/index.htm）

 

《都市政策研究所資料室のご案内》 

約 14,000 冊の図書や雑誌を所蔵しています。 

ぜひお気軽にご利用下さい。 

[利用時間] 

月曜日から金曜日 10:00～16:15 

※ 祝日・年末年始は除きます。 
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